
施策 Ⅰ－１－②災害に強いまちづくりの推進

防災・安全交付金（橋梁補修）（災害防除） 一般 250,000
橋りょう修繕事業 一般 370,000
防災・安全交付金（全国防災） 一般 605,000
社会資本整備総合交付金事業（復旧・復興） 一般 0
災害防止事業 一般 1,168,582
防災・安全交付金（電共） 一般 150,000 再掲
電線類地中化整備事業 一般 25,000 再掲
県単河川管理事業（消費） 一般 517,947
県単河川管理事業（投資） 一般 33,614
県単海岸管理事業 一般 67,061
県単河川維持事業 一般 200,000
県単水防事業（消費的経費） 一般 74,314
総合流域防災事業 一般 506,000
広域河川改修事業 一般 2,272,000
住宅市街地基盤整備事業 一般 524,000
低地対策河川事業 一般 710,000
都市基盤河川改修事業 一般 16,000
調節池整備事業 一般 55,000
総合治水対策特定河川事業 一般 667,240
活力創出河川整備事業 一般 184,000
河川調査事業 一般 70,000
河川改良事業 一般 874,758
県単河川総合開発事業(投資) 一般 182,000
県単河川総合開発事業(消費) 一般 466,700
地盤沈下対策事業補助 一般 16,000
河川総合開発関連地域活性化対策事業 一般 30,000
河川構造物緊急改築事業 一般 95,000
海岸高潮対策事業（三番瀬以外） 一般 1,042,000
海岸高潮対策事業（三番瀬） 一般 112,000
海岸侵食対策事業 一般 218,000
海岸環境整備事業 一般 30,000
海岸整備事業 一般 227,987
海岸管理事業 一般 855
社会資本整備総合交付金・港湾海岸事業（高潮対策
事業）

一般 172,760

地域自主戦略交付金・港湾海岸事業（津波・高潮危
機管理対策緊急事業）

一般 172,000

地域自主戦略交付金・港湾海岸事業（港湾海岸環境
整備事業）

一般 12,000

県単砂防管理 一般 10,060
砂防改良事業 一般 221,300
地すべり対策事業 一般 298,000
急傾斜地崩壊対策事業 一般 856,700
活力創出砂防事業 一般 55,000
砂防整備事業 一般 116,940
砂防調査事業 一般 51,000
急傾斜地崩壊対策事業補助 一般 70,000
緊急急傾斜地崩壊対策事業 一般 107,000

防災対策情報の提供 県単水防事業（投資的経費） 一般 115,100

橋りょうの耐震補強・道路法面の
防災対策・無電柱化の推進

河川・海岸の整備の推進

土砂災害対策の推進

９月補正後予算額
(単位：千円）

再掲

1 災害に強い社会資本の整備

取組
番号

取組名 事業名 予算事業名 会計

防災対策情報の提供 県単水防事業（投資的経費） 一般 115,100
港湾直轄事業負担金 一般 270,000
拠点漁港整備事業等 一般 2,030,680 再掲
公共公園整備事業 一般 248,497 再掲
県単公園整備事業 一般 212,522 再掲

流域下水道施設の耐震化の推進 流域下水道事業 特別 304,600
水道施設耐震整備 企業 495,880
配水管更新（施設耐震性の整備） 企業 66,917
基幹管路整備（第二北総） 企業 1,334,415
社会資本整備総合交付金・港湾事業（港湾改修事業
（千葉港）（防災安全対策））

―

地域自主戦略交付金・港湾事業（港湾環境整備事
業）

一般 283,154 再掲

災害に備えた通信手段の整備 一般 6,653
合　　　　計　（Ａ） 19,272,236
再掲事業の計　（Ｂ） 2,949,853
純計　（Ａ）－（Ｂ） 16,322,383

被災宅地危険度判定士養成講習会
の開催

被災宅地危険度判定 一般 280

無料耐震相談会の開催 わが家の耐震相談会開催業務委託 一般 1,000
建築士を対象とした既存建築物耐
震診断・改修講習会の開催

耐震診断技術者等講習会 一般 2,240

被災建築物応急危険度判定士認定
講習会の開催

応急危険度判定士に係る業務 一般 500

県立学校耐震化推進事業 一般 6,098,217 再掲
県立美術館耐震改修等整備事業 一般 1,323,571
総合スポーツセンター施設整備事業の一部（野球場
耐震・大規模改修）

― 再掲

警察施設整備計画（耐震改修整備）
千葉中央警察署耐震改修・別館建設事業

一般 129,974

警察本部庁舎等耐震化対策事業 一般 31,000
健康福祉センター耐震化整備事業 一般 520,885
医療施設耐震化臨時特例基金積立金 一般 2,558,700
医療施設耐震化臨時特例整備事業 一般 2,094,253
住まいの耐震化サポート事業 一般 50,000
耐震普及啓発用リーフレットの作成等 一般 800

合　　　　計　（Ａ） 12,811,420
再掲事業の計　（Ｂ） 6,098,217
純計　（Ａ）－（Ｂ） 6,713,203

農地防災事業 一般 1,267,678
県単農地防災事業 一般 140,000

森林の整備や防災施設の設置によ
る防災対策の実施

山地治山事業 一般 366,751

海岸県有林管理事業 一般 34,553
保安林管理事業 一般 3,555
保安林整備事業等 一般 1,064,087
拠点漁港整備事業等 一般 2,030,680 再掲
水産基盤ストックマネジメント事業 一般 555,400 再掲

合　　　　計　（Ａ） 5,462,704
再掲事業の計　（Ｂ） 2,586,080

2 建築物・宅地の地震対策の推進

3
農山漁村における自然災害対策
の推進

耐震強化岸壁の整備の推進

県立都市公園の整備の推進

県水道施設の耐震化

その他

庁舎・学校・文化施設等の耐震化
の推進

その他

農村におけるたん水防除や地すべ
り等の防災対策の実施

海岸県有保安林の整備・管理

災害に強い漁港整備の実施



純計　（Ａ）－（Ｂ） 2,876,624
合　　　　計　（Ａ） 37,546,360
再掲事業の計　（Ｂ） 11,634,150
純計　（Ａ）－（Ｂ） 25,912,210

一般 23,710,398
特別 304,600
企業 1,897,212
計 25,912,210

施　　　　　策　　　　　計

純計の内訳
（会計別）計数整理の結果、変動を生ずる場合があります。


